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1.研 究の背景

産業界で多 く使用 されているネ ジはその生産工場において,長 さ50㎜ 以上のネジ材料

は材料ネ ジ切工程 に供給す る時に長いために,容 器 内お よび振動整列機 内で絡み,安 定的

な連続供給の容易でないので,絡 み分離 の方法 を必要 とす る.絡 みのため,生 産効率が低

下す るとい うこ とが多 くのの企業が抱えてい る問題である.そ こで,本 研 究では,こ の長

いネジを絡む ことな く,連 続的に整列供給を可能 にすることにより,「絡み」「振動 ・騒音」

「重量材料の持 ち上げ作業」等の問題点が大幅に改善 され,生 産性向上す る機器 を提案す

る.ま た,金 属切削屑 においては,油 を含むため,産 業廃棄物業者に とっては,回 収時,

そのスクラ ップは価値 がな く,む しろ排出側が費用 を負担 し,回 収 させ てい る.切 削屑を

圧縮 固形にす ることによ り油回収 と堆積圧縮効果によ りスクラップに価値が発生 し,資 源

の リサイクル化 を行な うこととなる.市 販圧縮機(次 工程機)の 機能 を生かす には前工程

機 として切削屑を貯蔵容器部 より垂直連続供給 を行 うことが必要 となる.切 削屑 はベル ト

コンベアー等では隙間への巻き込み,油 の こぼれ発生,垂 直搬送 も出来ないので,こ の問

題点を解消する方式 として磁力式垂直移送機の方式を採用 した.

2.研 究の 目的

本研究では,切 削屑 を市販の圧縮機 によ り圧縮 固形にす ることによ り油回収 と:堆積圧縮

効果 によりスクラップに価値 が発 生 させ,資 源 の リサイクル化 を行 う.市 販圧縮機(次 工

程機)の 機能を生かす には前 工程機 として切削屑 を貯蔵容器部 より垂直連続供給 を行 うこ

とが必要 とな り,切 削屑 はベル トコンベアー等では隙間への巻き込み,油 の こぼれ発生,

垂直搬送 も出来ない.こ の問題点 を解消す る方式 として磁力式垂直移送機 の方式 を採用 し

た機器 と部品整列供給システムを開発す ることを 目的 としている.
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3.研 究組織

2004年 度,1年 間で近畿大学 と下西製作所 の共同研究 として行 われた.設 計,組 み立て

は下西製作所 の工場で行い,部 品については路地裏ネ ッ トワークで結 ばれてい る協力工場

で作製 した.こ れ らの組織で,性 能の評価 および実験 を行 った.

4.研 究方法

4.1部 品移送整列供給機構

部品移送整列供給 システムは4つ の機構か らなってい る.容 器回転テープ,部 品吸着取

り出 し,上 下水平支援運動機構,磁 力式垂直移送部品供給機構,2本 ロー ラによる部 品整列

供給機構 からなっている.

4.1.1容 器回転テーブル

ドラム缶 を載せ るための台である.形 状 の詳細が図1に 示 されてい る.

4.1.1.1回 転テーブルの機構

回転テー ブル は容器(ド ラム缶)を 回転す る機能 と回転テーブル を並進運動 させ,容 器

を並進移動 させ る機能をもっている.テ ーブルの耐荷重(負 荷)率(モ ー ター負荷電流)

の測定を行い,適 正回転数 を求めた.電 磁吸着部(上 下運動のみ)

容器 回転テーブノ

(電動回転式)

間欠回転動作5回

1回 当た り5Secの

図1容 器 回転テーブル
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4.1.1.2容 器(ド ラム缶),回 転 テー ブル とネ ジの測 定

各 測 定結果 が表1に 示 され てい る.

表1容 器(ド ラム缶),回 転 テ ー ブル とネ ジ の測定

容器 の容積 φ600mm90リ ッ トル

容器の 自重 12kg

ネジ最大投入時の重量 130kg

容器 に入れたネジ量 118kg(約9800本)

ネジ種類 長いネジ

ネジ寸法 φ4-123mm

ネジの単体 重量 129/本

テー ブル の耐 荷 重 500kg

4.1.1.3テ ー ブル の耐 荷重(負 荷)率(モ ー ター負 荷電 流)の 測 定

電動 機 は 定格0.2kw-4Pで 三相200Vで あ り,測 定結 果 が表2に 示 され て い る.

表2モ ー ター負 荷 電流 の測 定

項 目 電流値 使用周波数 荷重kg

定格電流 1.OA

60Hz無負荷電流 0.08A 0

実負荷電流 0.4A 130

負荷率 40%

4.1.2適 正回転数の設定

モーターの回転数は電磁吸着機がネジを吸着す る位置 を変化 させるので,60Hzの 場合

は

回転数 は1.3rpmに 設定す る.

覇 箋

図2

容器 を回転 させ る目的は電磁 吸着機 によ り容器 内のネ ジを広範囲か ら吸着取 り出 しを行

うことにより,電磁吸着機の運動機構 の簡略化,コ ス トダ ウンである.こ の測定の容器回転

テーブル機構によ り広範囲か らのネ ジ吸着取 り出 しが可能 となることが確認 され実用可能

であると判断できる.

回転テーブルの耐荷重は500kgに 対 して今回の負荷荷重は130kg(ネ ジ数で約9800本)で

電動機の定格電流に対 しての負荷率は40%で あるため,十 分余裕があると判 断できる.テ ー

ブルの回転数 も実験 の1.3rpm前 後が今回テス トのネジサイズにおいては最適回転数であ

ったが,今 後はネジの大きさ,全 体重量,毎 分の取 り出 し要求数値等 により回転数 は選定す
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ることが望ま しい.

4.2容 器内よ り部品吸着取 り出 し,上 下水平支援運動機構

容器 内の部 品を吸着 して取 り出すために,部 品 を吸着 し,さ らに部品を吸着 し易 くす る

ために,上 下運動 と水平運動 させ る機構について述べ る.

4.2.1部 品吸着取 り出し機構

上下水平運動を支援す る機構 は移動ユニ ッ トにより電磁式吸着 ホルダーの吸着取 り出 し

性能を高める機構 である.図3は 電磁式吸着ホルダー本体 と吸着状態を示 している.

4.2.2電 磁吸着部(電 磁式吸着ホルダー)単 体での吸着実験

電磁吸着部単体の吸着性能 を明 らかにす るために,実 験 を行 った.図3は 電磁式吸着ホ

ルダーの吸着 の状態 を示 している.そ の結果が表3に 示 されている.
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図3電 磁式吸着ホルダーによるネジの吸着状態

表3ネ ジの吸着実験結果

容器(トラム缶)内 のネジの量 100% 50% 20%

実験回数 吸着数量 吸着数量 吸着数量

1回 目 32 26 39

2回 目 49 23 44

3回 目 35 21 36

4回 目 44 13 32

5回 目 33 26 27

平均 39 22 36

ネ ジの吸着数 は次の工程が要求す る毎分 当 りの必要量を満たす ことが必要である.今

回実験 を行 った結果,M4-123㎜ ネジはネ ジ加工機が最終工程 とな り,加 工機 は毎分150

本の加工能力をもつ.こ の能力に対 して今回の吸着数 は平均198本/分 とな り,約130%

の供給過剰 とな り,必 要量を満 たす吸着数である.電 磁吸着機は吸着 され る材料 の1個

あた りの重量お よび数量に応 じて印加電圧 を設定す ることがで きる.こ のことによ り,
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吸着力を増減す ることが可能である.

4.3磁 力式垂直移送部 品供給機構

磁力式垂直搬送供給機 は狭隆な場所で,重 量物を搬送す る機器 である.

4.3.1搬 送機本体の機構

図4に 磁力式垂直搬送供給機 の形状が示 されている.

4.3.2各 サイズネジに対する磁力式垂直搬送供給機 の搬送性能実験

ネジの種類が変化 した場合のネ ジの搬送性を明 らかにす るために,実 験を行った.

垂直移送供給機性能実験手順

(1)移 送供給す る実験部品(ネ ジ)700本 を垂直移送供給機のホ ッパーに入れる.

(2)垂 直移送供給機 を作動 させ ると同時にス トップ ウォッチ をスター トさせ る.

(3)垂 直移送供給機 により実験部品(ネ ジ)が 搬送 され る.

(4)試 験開始か ら1分 後 に垂直移送供給機 を止める.

(5)搬 送 されたネジの数 を記録する.

(6)こ の手順 を各部品(ネ ジ)で50回 繰 り返 し,搬 送 されたネ ジの数を記録す る.

(7)同 じ手順で,4種 類実験部 品(六 角ネジ,φ10丸 頭 ピン,六 角ナ ッ ト付 自在 ボル ト,

φ11丸 頭 ピン)で 測定する.

この結果,六 角ネジでは,供 給量は700で あ り,搬 出量は50回 の平均で,611と な り,搬

出率は87.2%で ある.丸 頭 ピン(φ10× φ6.5×18L)は1200,938,78.2%と な り,六 角

ナ ッ ト付き自在ボル トは180,161,89.4%と な り,丸 頭 ピン(φ11× φ6.5×47L)は450,

351,78.0と なった.

4.3.3残 された課題

① ネジ表面メ ッキ品は搬送時に摩擦によ りメッキが一部剥離す る.

対策案:ネ ジ走路部表面に摩擦傷防止保護 シー トを貼 る必要があ り,摩 擦係数軽減,耐 摩

耗 性の高い材料の選択する.こ の材料 としてポ リエチ レン系(PET材)を 選択 し当材料 を両

面テープにより部品走路に貼 り付けネジ表面傷の発生確認 とPET材 の耐摩耗 性確認の実験

をなった.そ の結果,貼 り付 けるPET材 の厚 さ1.0㎜ が適 当であ り,耐 摩耗性実験では,

連続運転で300時 間運転後の摩耗厚みである.

② ネジに帯び る磁気 による弊害発生 し,ネ ジの磁気値30～40Gで ある.磁 力搬送途 中ネジ

が磁

化 され ることによ り,次 工程 の2本 ローラー部での磁気吸着 し,流 れが悪 くなる(軽 量ネ

ジは顕著である).

対策案:ネ ジの最終 出口部 に 「脱磁器」を装備 し,脱 磁 を行 うことによ り,磁 気値を10G

以内にす ることによ り解決す る.

4.3.4脱 磁器 を取 り付 け後の搬送実験

各種ネ ジで脱磁器を取 り付 け後の搬送性能を調査す る実験を行った.そ の結果 が表4に

示 されてい る.
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表4脱 磁器取 り付け後の搬送性能

測定回数 ネ ジサイズ/残 留磁気値(G)[ガ ウス]

M5×80㎜ M8×25㎜ M6×113㎜

1 8 8 6

2 7 7 5

3 8 9 6

4 6 6 7

5 7 7 5

平均値 7.2 7.4 5.8

搬送供給能力 は最終整列供給能力200本/分 に対 して供給数 は250本 以上あ り2

5%の 余裕 がある.ネ ジ表面メ ッキー一部剥離 は走路面に保護 シー ト材(PET材)を 貼 り

付けることによ り,軽 減す ることは可能である.耐 摩耗性 については搬送す るネジの形状,

表面仕上が り粗 さ等によ りそれぞれ摩擦係数が異 なるため,実 験 は代表的な形状のネジで

行 い,摩 耗量の評価 とす る.2次 加 工を行 うネジ等は表面 に油が付着 しているため摩擦係

数 も小 さく,ま たネジの擦 り傷 も発生 しないので,保 護 シー ト材の貼 り付 けは不要である.

5.2本 ロー ラーによる部品整列供給機

5.1部 品整列供給機構

部品整列供給機 は2本 ロー ラー取 り付けスタン ド,2本 のローラー,ロ ー ラー駆動モー

ター,ロ ーラーベル ト,ケ リ駆動モーター,ケ リ駆動モーターベル ト,導 入 口のプレー ト,

排出シュー ト,カ バーか らなる.こ れ らを組み立てて,2本 ローラーによる部品整列供給機

が完成す る.

5.2各 サイズ別ネジの整列供給能力実験

各種のネ ジに対 して,2本 ローラによる部品整列供給機性能明 らかにす る実験を行った.

2本 ローラーによる部品整列供給機性能実験の手順 一

(1)移 送供給する実験部品(ネ ジ)一 定の数 を垂直移送供給機のホッパーに入れ る.

(2)

(3)

(4)

(5)

　

　

6

7

く

く

　

　

8

9

く

く

2本 ローラーによる部品整列供給機 を作動 させ る.

次 に垂直移送供給機 を作動 させ る.

垂直移送供給機 により実験部品が2本 ローラーによる部品整列供給機に搬送 され る.

実験部品(ネ ジ)が2本 ローラーによる部品整列供給機 に搬送 された と同時にス ト

ップ ウォ ッチをスター トさせ る.

実験部品(ネ ジ)が2本 ローラーによる部品整列供給機によ り整列 され る.

試験開始から1分 後に垂直移送供給機 と2本 ロー ラーによる部品整列供給機 を止め

る.

整列 されたネジの数を記録す る.

各実験部品(ネ ジ)に ついて,50回 繰 り返 し,整 列 されたネ ジの数を記録す る.
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(10)同 じ手順 で4種 類 実験 部 品(六 角 ネ ジ,φ10丸 頭 ピン,六 角 ナ ッ ト付 自在 ボル ト,

φ11丸 頭 ピン)を 搬送 させ,測 定 す る.

この結果,六 角ネ ジ(M8×25)供 給量700,搬 送 出量311,搬 送率44.4%で あ り,丸 頭 ピン

(φ10× φ6.5×18L)で は,1200,937,78.1%で あ り,六 角 ナ ッ ト付 自在 ボル ト(M10

×60L)で は,150,122,81.4%で あ り,丸 頭 ピン(φ11× φ6.5×47L)で は,450,407,

90.5%と な った.

5.3垂 直 移送 部 品供給 機 と部 品整 列供 給機 との 関係

図42本 ロー ラー式部品整列機 と垂直移送部品供給機

両機 の現在の性能では六角ネジは垂直移送部 品供給機の供給率が整列機 の2倍 の性能 を

もっているので,部 品整列供給機でスムーズ流れずにつま り,φ10丸 頭 ピンはスムーズに

整列 ができ,六 角ナ ッ ト付 自在 ボル トは整列機 で僅かにつま り,φ11丸 頭 ピンはスムーズ

に整列できるが,垂 直移送部品供給機の供給性能 をあげる必要がある.

5.4残 された課題 と対策

入 り口供給数 に対 して整列供給数68～88.8%で あ り,不 整列数19～32%の ネ ジを排除 しても

とにもどす機構が必要である.2本 ロー ラーによるネジの整列はネ ジの頭部 がロー ラーの隙

間にぶ ら下がる形状であることの条件 と頭部か らの首下の長 さ30㎜ 以上 とすれば,統 一姿

勢にす ることができ,か つ振動整列機構で困難 な200本/分 の能力が可能 となる,こ の条

件 として ロー ラー部 に一定間隔で定量数 のネジを供給す ることが重要 な条件である.不 整

列姿勢 のネジは ロー ラー整列機傾斜シュー ト部 よ り排 出 されるため,実 用化す る場合は回

収 コンベアー等によ り上流のネジ貯蔵部 に リター ンさせ る機構が必要 となる.搬 送す るネ

ジの磁気に よる流れが悪 くなる問題点は,ロ ーラーに供給す る手前で脱磁器 を装備 し,脱

磁 を行 えば,解 決ができる.
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6.金 蔵切削屑回収搬送機

金蔵切削屑回収搬送機 システムの:機構が提案示 され,こ のシステムは金蔵切削屑回収搬

送機 と高圧圧縮器 か らなる.高 圧圧縮器は市販 品を採用 し,金 蔵切 削屑回収搬送機が開発

された.こ れは切削屑貯蔵容器 と磁力式垂直搬送供給機 とか らなる.

6.1切 削屑貯蔵容器

切削屑貯蔵容器 は図5に 示 されている.こ れは組み立て部 の写真である.

図5切 削屑貯蔵容器

貯蔵容器 は磁石式垂直搬送供給機 と一体機構 であ り,こ の容器内に金属切 削屑(実 験は

ナ ッ トの穴加工屑)を 投入 し搬送確認 を行 った結果,貯 蔵容器 内で切 削屑同士が絡み合い

搬送走路面上 に空洞現象が発生す るため屑の搬送が間欠 とな り連続供給 が困難 となった.

空洞化現象 を解決す る方策 と して擬拝機構 が必要であることが確認 され電動式の提拝機構

を貯蔵容器 内に設 けることが重要である.ま た撹搾機構部 の形状 は切削屑の形状,貯 蔵量

等の条件 に応 じて設計を行 う必要がある.

6.2磁 力式垂直搬送供給機(切 削屑の連続垂直搬送)

磁力式垂直搬送供給機 はネジの搬送機 と同 じ機構で あるが切 削屑内に含む油が漏洩 しな

い よ うに走路側面機構にシール対策が必要 となる.切 削屑 は粉状 のため走路面を上昇す る

途中,先 端排出部で油の表面張力 によりへば りつき,走 路面か ら自然落下する速度 が遅 く

な る.ま た後続 の切削屑 と連続的 に繋 が り内部磁石 によ り,磁 力が連結回路 とな り,搬 送

が困難 となる現象 が認 め られ る。この連続的に繋がる現象 を分離す ることが必要である.

また,切 削屑 に含む油は貯蔵部 か ら垂直部に移送す る間に 自然滴下 とな り,貯 蔵部の最後

部分か ら外部 に排 出され る.最 終的には切削屑に含 まれてい る油は次工程の圧縮機 によ り
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固形状に固められ る工程 において油も絞 りだされ る.こ の搬送供給機 は圧縮装置に切削屑

を供給する機 能 と油の回収については,搬 送途 中で周辺に漏洩 させずに搬送す る機能 をも

つ ことが明 らかになった.

6.3切 削屑強制切 り出 し排出機構

切削屑強制切 り出 し排出機構 が図6に 示 されている.

、図6切 削屑強制切 り出 し排 出機構

切削屑 は 自重 が軽 く排出部 において落下す るのに時間を要 し後続切削屑が連結 し排 出不

能 となる現象が確認 された.こ の強制切 り出 し排除機構 により10回/分 の間欠切 り出 しに

よ り強制排 出を行 えば,後 続切削屑の連結が無 くな り連続排 出が可能 となることが確認 さ

れた.自 重が軽 く固体でなく粉体状で,か つ油 を含む搬送物 は最終排出部で 自重 による自

然落下は落下時間差 も多 くこれ らの不安定動作 は実用化時に搬送供給能力不足 として問題

となる,コ ス ト的には数十万の費用を要す るが対策機構 として強制切 り出 し機構 は必要で

ある.

7.研 究成果

1.提 案 した研究開発の実験機の機能,容 量は実際に 「ネ ジ生産工場」「金属鍛造材料」「自

動車部品」等大型容器 内か ら部品を小出 し,取 り出 しを行 う装置に実用使用が可能 となる.

容器 を回転 させることにより複雑な機構 を要す る(X-Y運 動)広 範囲か らの取 り出 し可能な

装置 になる実用的機構であると確認 された.

2.容 器(ド ラム缶)内 よ り部 品を吸着 し,取 り出す上下水平支援運動機構を提案 した.

この機構は電磁吸着機 の印加 電圧 を変化す ることに より,吸 着力を増減す ることが可能で

あるので,首 下の長いネ ジ移送に適 している.こ こで提案 した機器 は,大 型容器内のネ ジ

を広範 囲か ら均等に取 り出す ことが可能で ある.こ の手法はテーブル を回転 させ ることに

より,電 磁吸着機 が常 に異 なった位置に配置 され,全 周か ら小 出 し取 り出 しが可能 となっ
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た.テ ーブルの回転は間欠動作 とさせ電磁吸着機 が降下 し,吸 着す るときは停止 し,吸 着
フ

後に回転す る.本 研究の機構 は一般 的にネジ製造企業,金 属部 品製造企業等で使用 され て

い る大型容器 をク レーン等で吊 り上げて容器 を反転 させ,ネ ジが排 出 されてい る手法 と異

な り,地 上で分割取 り出 しを行 うことに より,「製 品への傷発生軽減」 「安全作業」が可能

となる機構 になる.

3.現 状の実験結果では,メ ッキ仕上げネジの搬送は擦 り傷対策 にPET材 のシー ト材を貼

るこ とによ り傷 は軽減で き,実 用化が可能である.PET材 の厚みはネジの磁力吸着 を弱

くす る働 きとなるため,1.0㎜ として将来摩耗時の消耗材 として張替えを行 う.PET材 は リ

サイ クルが可能である材質 であ り,環 境負荷に対 して適切な材料でもある.搬 送直後に帯

びるネジの磁気値は脱磁器を通過 させ ることによ り10ガ ウス以内に脱磁が可能 とな り,次

の工程で流れが悪 くな る現象 は解消 された.

4.2本 ロー ラー整列機構 はネジの整列姿勢数 も次工程加工機(ネ ジ切等)の 能力 を十分満た

し,

この機構で整列可能であるネ ジ種類は,φM4～M12首 下長 さ30～130㎜ と広範囲のネジ

の整列が可能である.

5.切 削屑 の形状 ・投入貯蔵量によ り撹拝機 構への荷重の加わ り状態 も変わ るため撹拝機

構の回転速度 を適正回転数 にす る変速機能が必要であるこの変速 はモーターをイ ンバータ

ー制御をす ることにより可能である.

6.切 削屑 の形状,油 の粘度等各種条件に より異なるが,排 出 口で確実 に分離排除す る機

構がなけれ ば自然落下での排出は不安定 とな り,搬 送能力が低 下す る.そ のため,排 出部

にて強制的に切削屑を切 り離す機構 が必要である.ま た,切 削屑搬送量は600～900g/分

であ り,油 回収率は推定値で約18%で ある.

7.自 重が軽 く固体でなく粉体状で,か つ油を含む搬送物 は最終排 出部で自重による自然落

下

落下時間差 も多 くこれ らの不安定動作は実用化 時に搬送供給能力不足 として問題 とな る,

コス ト的には数十万の費用 を要するが対策機構 として強制切 り出 し機構は必要である.

8.今 後の展開

1.部 品移送整列供給機構

ネジ製造,金 属部品製造(鍛 造)業 界おいては,加 工材料 を貯蔵す る容器 は ドラム缶 を

半分に した ものが多 く使用 されてい る,し たがって,次 工程 に材料 を供給する場合には,

容器 をク レーン等で吊 り下げ,反 転 して,排 出を行 う手法 と,大 型容器専用の反転機 によ

り順次傾斜排 出をす る手法等がある.こ こで提案 された機構は これ ら手法の代替 となるも

のであ り,容 器内よ り分割小出 し排出が可能であることにより 「材料 の傷発生軽減」 「次工

程へ適正量供給」 「高所吊 り下げ作業不要」等の特徴 があ り,生 産効率,品 質 ,安 全性 を向

上 させ ることが可能な機構である.大 型容器 を回転 させ ることによ り,容 器 内の搬送材料
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を広範囲から均等に吸着取 り出 しを行 う独創

的機構である.容 器内か らネ ジを取 り出 し垂直搬送機に よって2本 ローラー整列機構に供

給 し整列 を行 う能力は,ネ ジ加 工機 を対象 とすれば,機 械装置の能力 として150本/分 以

内が大半である.こ の能力に対 して,こ こで提案 した機構は200本/分 以上が可能 となる.

容器 内か らの取 り出 し,搬 送,整 列の一貫 したシステムとして,提 案 した機構 は一部の機

能改善等の課題は継続研究す る必要がある.現 状では,80%以 上の可能性 で市場実用化が

可能ではある.実 用化への確認作業 としては,現 実の生産現場で試行 してユーザー企業に

提案機器 を持 ち込み,実 際に生産 に使用 して確認,評 価,改 善を繰 り返 し行 うことが今後

の最重要課題である.

2.金 属切削屑回収搬送機

この提案機構 はナ ッ トの穴あけ加工(タ ップ加工)を 行 う際に出 る粉状で切削油を含 ん

でいる屑 を垂直搬送 しなが ら滴下す る油の回収行 ない,次 工程機 に供給 を行 う役割 を担 う

搬送機 である.次 工程機は市販 されてい る装置 であ り,切 削屑を高圧で圧縮 し固形状に し,

同時に油を絞 り出 し

回収 を行 う機器 であるが,市 販圧縮機 に切 削屑 を順次供給す る装置が必要 となる.搬 送機

の能力は0.6kg/分 であるが,切 削屑の形状,自 重,油 の粘度等の条件 により搬送能力は

変化す る.そ のため実用化す るには,実 際の切削屑 と油をユーザーか ら入手 し,搬 送実験

を行った うえで,性 能設定 をす ることが重要である.提 案 した搬送装置内での単独での油

回収率は18%の 推定値であるが,次 工程に市販圧縮機 で油回収を行 う用途が大半であるた

め,提 案 した搬送機内での油回収率は評価対象 とな らない.し か し,油 を含む切削屑を周

辺 に油を漏洩す ることな く,垂 直 に連続搬送供給 を行 う機能 は,市 場で他 に類 した機構 は

な く市場性はあると判断され る.
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